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1.本研究の目的 

 事業戦略、技術戦略及び知財戦略が一体となった、いわゆる三位一体の戦略の必要

性が叫ばれてる。事業戦略、技術戦略及び知財戦略は、様々なフレームワークが用い

られて各々戦略の構築がなされている。例えば、事業戦略構築はマーケティングプロ

セスを通じて実行され、SWOT、3C、STP、及び 4P などのフレームが用いられる。 

 ここで、特許情報は、最新かつ最先端の技術情報の宝庫であり、出願人情報や、製

品情報等を含むため、事業戦略の構築にも大いに役立つ情報と考えられる。しかしな

がら、事業戦略に特許情報を利用する具体的な方法については提案が少ない。 

 そこで、本研究では、マーケティング・プロセスに特許情報を活用するプロセスを

組み込むことにより、事業戦略に資する特許情報データベースの構築及び活用方法を

提案することを目的とする。 

 
図 1：本研究の目的 

 

2.本研究の進め方について 

 本研究では、SDB(Strategic Database)を事業戦略の構築へ応用することにより、事業

戦略に資する特許情報データベースの構築を図る。SDB とは、特定の技術に関する特

許情報データベース（Local Database : LDB）を作成し、これに付加情報を入力したも

のである 1),2),3)。我々は昨年度、この SDB/LDB に関して発表を行った 4)。 

 本研究では、昨年度の SDB/LDB に関する研究を、事業戦略の構築へ応用すること

により、事業戦略に資する特許情報データベースの構築を目指す。 



 本研究の進め方は、以下の通りである。 

[STEP1]：マーケティングに使用される情報をまとめ、特許情報から抽出する情報、 

 及び、SDB への付加情報として入力すべき情報を検討する。 

[STEP2]：マーケティング用の SDB を試作する。具体的には、母集団の検討、付加情

 報に関するデータコーディング方法を検討し、各種マップの作成を行う。 

[STEP3]：実際の事例へ当てはめて、マーケティング用 SDB の有用性を確認する。 

 

3.マーケティングプロセスの調査について 

 まず、マーケティングに使用される情報をまとめ、特許情報から抽出する情報、及

び、付加情報として入力すべき情報を検討した。一般的なマーケティングプロセスで

は、「環境分析」、「標的市場の選定」、及び、「マーケティングミックス」の順で

分析がなされる。 

 調査の結果、マーケティングに使用される情報としては、主に、市場（規模、成長

率）、自社（製品、占拠率）、他社（製品、占拠率）等があることがわかった。 

 したがって、特許情報から抽出する情報及び付加情報として、以下のごとく取り決

めた。 

・マーケティング情報「規模、占拠率、成長率」等の数値的な内容については、特許

情報の「出願件数」を使用する。 

・マーケティング情報「自社・他社」については、特許情報の「出願人」を使用する。 

・マーケティング情報「市場・製品」等の技術的内容については、付加情報とする。 

 

 

図 2：マーケティングプロセスと使用する特許情報について 



4.マーケティング用 SDB の作成の手順について 

(1)マーケティングテーマの決定 

 まず、マーケティングのテーマを決定する。具体的には、調査対象となる製品、技

術、競合他社を定義し、マーケティングのための最終のアウトプットを決定する。 

 

(2)SDB 作成 

 (2-1)特許情報の収集：母集団作成、 

 調査対象となる製品、技術、自社、及び、競合他社に関する出願が含まれるよう母

集団を作成し、特許データベース（IPDL 等）から特許情報の収集・取得を行う。 

 母集団の作成方法としては、製品名、技術名を特定しない文章で概念検索を行うこ

とや、複数の製品で検索した結果と複数の技術で検索した結果とを組み合わせて１つ

の母集団とする方法を検討した。 

 (2-2)特許情報解析ソフトへの取り込み 

 取得した特許情報については、市販の特許情報解析ソフトへ取り込み、各種データ

解析を行う。 

 (2-3)付加情報の入力 

 特許情報から取得できない情報については、付加情報を出願１件ずつマニュアルで

特許情報解析ソフトに入力する。付加情報は、特許明細書の要約及び請求項等からキ

ーワードを抜き出すことにより抽出する。 

 付加情報に使用するキーワードについてはデータコーディングを行い、技術用語の

表現の統一、及び、階層化（いわゆるシソーラス化）を実施する。 

 

(3)マップ作成 

 特許情報解析ソフトの機能を使用して、3C、STP、4P 等のマーケティングに使用さ

れるマップや図表を出力する。 

 

(4)報告書作成 

 上記マップや図表を使用して報告書を作成する。 

 

図 3：マーケティング用 SDB の作成の手順 

 



5.試作マップ 

(1)「環境分析（3C）」用マップ 

 特許情報から予測される市場規模、顧客ニーズ、自社と競合他社の技術戦略や資金

など、詳細な分析を行う前段階としての俯瞰的な視点を得ることが可能となる。 

 

図 4：環境分析（3C）用マップの例 

 

(2)「標的市場の選定（STP）」用マップ 

 図からわかるように、特許情報を用いることにより、新製品、既存製品や市場規模、

成長率などのある程度の客観的な判断が可能となる。同時に、自社・他社の特許出願

の状況もわかるため、知財戦略とリンクさせることも容易となる。 

 
図 5：標的市場の選定（STP）用マップの例 
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